
 

 

東京都認知症対策推進会議 仕組み部会（第８回） 

 次  第 
 

東京都庁第一本庁舎３３階北側特別会議室Ｎ２ 

平成２１年７月２３日（木）午後５時００分から 

 

 

１． 開 会 

 

２． 議 題 

 

（１） 第７回仕組み部会における議論のまとめ 

（２） 在宅高齢者実態調査（専門調査）の結果について（報告） 

（３） 「地域でできる！認知症の人を支えるまちづくり」について 

（報告） 

（４） 「とうきょう認知症ナビ」について（報告） 

（５） 今後の検討課題について 

 

 

３． 閉 会 
 

〔配付資料〕 

 東京都認知症対策推進会議 仕組み部会委員名簿 

（資料１）第７回仕組み部会における議論のまとめ 

（資料２）在宅高齢者実態調査（専門調査）の結果（概要） 

（資料３）「地域でできる！認知症の人を支えるまちづくり」（拡大仕組み部会）実施報告 

（資料４）認知症対策サイト「とうきょう認知症ナビ」について 

（資料５）これまでの成果と論点整理 
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平成２１年２月２７日（金曜日） １５時から１７時まで 

 

 

（１）認知症地域資源ネットワークモデル事業について 

 練馬区における徘徊ＳＯＳネットワークへの取り組み状況 

・練馬区の現状について（徘徊の発生件数、練馬区における連絡体制） 

・徘徊ＳＯＳ模擬訓練及び予備訓練の概要（映像による説明、当日の実施経過等） 

・徘徊ＳＯＳ模擬訓練及び予備訓練の検証（実施上の問題点、課題とその解決策） 

・徘徊ＳＯＳネットワークで配信する情報の内容について 

 家族会の現状及び支援について 

・練馬区、多摩市における検討の過程や、今後の区市の取組みについての報告 

 

（２）認知症支援拠点モデル事業について 

 各モデル事業者の取組み状況 

 

 

（１）徘徊ＳＯＳネットワークに関する意見 

 行方不明者を発見できない事例、発見・保護に長時間を要する事例の発生を防ぐこ

とが、今後の検討課題である。 

 徘徊ＳＯＳネットワークの窓口を区市町村に設置した場合、土日・夜間の閉庁時間

帯には発見・保護までの時間が長くなることが想定される。閉庁時間帯における対

応が課題。 

 発見・保護した行方不明者が徘徊を繰り返さないように、事後策を検討し支援する

体制があるとネットワークの効率が高まるのではないか。 

 地域住民に認知症に関する理解があり、日常的に声かけが行われていれば、徘徊Ｓ

ＯＳネットワークの利用へ至る前に行方不明者を発見できるケースが増加する。そ

のため、地域における日常的な関係作りが最重要課題である。 

 徘徊ＳＯＳネットワークで配信する情報の中に、本人に対する「声かけのポイント」

を具体的に盛り込むと、実際に保護をする場面で有用ではないか。 

 駅などの公共交通機関との連携が必要。 

 公共交通機関との連携等、広域対応については都が方向性を示すべき。 

 

（２）家族会に対する支援についての意見 

 家族会は、介護に関する高い教育的機能を持ち、地域資源としての可能性も秘めて

いるにも関わらず、運営は市民の自発的行動に依拠している。行政・地域包括支援

センターによる積極的なサポートが必要。 

 家族会が、閉鎖的・支配的な運営に陥るリスクを回避するために、家族会の立ち上

げの段階から、特別な研修を受けたボランティアのサポートや、ソーシャル・ワー

カーによる側面的な支援など、外部の介入が必要。 

 参加できる家族の範囲を広げるためには、本人を見守るミニデイを併設することが

必要。 

 家族会の支援は、区市町村単位でなく迅速な対応が可能な地域包括支援センター単

位で行うことが望ましい。今後は地域包括支援センターが家族会にどのように関わ

るべきか、具体的な検討が必要。 

 

（３）その他の意見 

 認知症高齢者の支援において、介護者支援も重要だが、介護者と本人は、場合によ

っては利益が相反することもある。権利保護など、本人のための支援が最重要なの

ではないか。 

 高齢者の消費者被害を防止するため、経済面の見守りも考慮するべき。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 開催日時 

２ 検討内容 

３ 主な意見 

第７回仕組み部会における議論のまとめ 
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１ 調査の目的 

東京都在宅高齢者実態調査（専門調査）（以下「専門調査」という。）は、在宅高

齢者及びその家族に対して訪問調査を実施し、認知機能の程度や心身の健康状態、

その他の生活実態を把握することにより、都における認知症高齢者への支援に向け

た施策の検討の基礎資料とするものです。 

 

２ 調査期間 

平成 20年 8 月～平成 20年 12 月 

 

３ 調査方法 

調査員による訪問調査 

 

４ 調査票の構成 

調査票は、家族または本人票、家族票、本人票、調査員票の４つにより構成 

 

５ 調査の項目 

本人に対して、ＭＭＳＥ（Mini-Mental State Examination）（※1）を実施し、引

き続き以下の項目について本人または家族に尋ねました。 

 (1) 家族または本人に聞く項目 

本人の属性、公的なサービスや支援制度の利用状況、本人の経済状況 等 

(2) 家族に聞く項目 

   家族の地域の社会資源の認知度、本人の近所との関わり、介護、本人の心身の

健康状態、家族が利用したいと思うサービスや支援（自由回答） 等 

(3) 本人に聞く項目 

   楽しみややりがい、不安、居住意向、今後希望する過ごし方（自由回答） 等 

 

６ 回収状況及び分析対象者の抽出 

都が定めた都内 13 の老人福祉圏域のうち、島しょ圏域を除く 12圏域それぞれ

から選んだ 12 区市町村から、住民基本台帳により無作為抽出した在宅高齢者

5,000 人を対象に、郵送による「在宅高齢者実態調査」（※2）及び「専門調査」

のＭＭＳＥよる２段階のスクリーニングを実施した結果、認知症の疑いのある程

度に認知機能の低下がみられた 250 人とその家族を分析の対象としました。 

分析の対象となる各調査票の母数は次のとおりです。 

なお、今回の調査は、あくまでＭＭＳＥにより、認知症が疑われる者を抽出し

たものであり、250 人すべてが認知症と確定診断されたわけではありません。 

 

 

 

 

 

Ⅰ家族または本人票 250 人（ただし、Ⅰ－１票の問 1、問 2については 76 人） 

Ⅱ家族票 111 人 

Ⅲ本人票 250 人 

Ⅳ調査員票 250 人 

 

※1 ＭＭＳＥ（Mini-Mental State Examination）代表的な認知症の評価スケールの

１つ 

※2 都の高齢者施策の展開に当たり、都民の介護保険サービス等へのニーズや高齢者

の現状を把握することを目的として行った調査。 

 

７ 調査結果の概況 

 

 (1) 本人の属性（「家族または本人票」から） 

性別は、「男性」が 35.6％（89 人）、「女性」が 64.4％（161 人）となっていま

す。 

年齢は、「75～84 歳」が 46.0％（115 人）と最も多く、次いで「65～74 歳」が

29.6％（74 人）となっています。平均年齢は 78.8 歳となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都在宅高齢者実態調査（専門調査）の概要 

男性
35.6%

女性
64.4%

無回答
0.0%

６５～７４歳

29.6%

７５～８４歳

46.0%

８５歳以上

24.4%

無回答

0.0%

【性別】 【年齢】 

N=250 N=250 

資 料 ２ 
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(2) 同居者（「家族または本人票」から） 

「子ども」が 48.8％（122 人）と最も多く、次いで「配偶者（妻・夫）」が

35.2％（88 人）となっています。「一緒に住んでいる家族はいない」も 24.4%

（61 人）ありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 本人の今後の希望（「本人票」から） 

 ①現在楽しみややりがいを感じていること 

  現在の楽しみややりがいを尋ねたところ、「家でのんびり過ごす」が 37.6％（94

人）と最も多く、次いで「友人や仲間と会うこと」が 21.2％（53 人）となってい

ます。「その他」では、「カラオケ（11 件）」、「庭作業や野菜作り（11 件）」、「デイ

サービス・デイケア（9 件）」、「散歩（8 件）」「老人クラブや地域のセンター（5

件）」などが挙げられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②今の地域に住み続けたいか 

今の地域に住み続けたいかどうか、居住意向を尋ねたところ、「ぜひ、住み続け

たい」が 72.8％（182 人）と最も多く、次いで「できれば住み続けたい」が 16.0％

（40 人）となっています。 

なお、住み続けたい理由は、「地域の様子をよく知っていて、慣れているから」

が 39.6％（88 人/222 人）と最も多く、住み替えたい理由は、「親や子ども、親族、

知人など知り合いの近くに住みたいから」が 26.1％（6 人/23 人）が最も多くな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 本人の外出頻度（「家族票」から） 

本人の外出頻度は、「ときどき外出する」が 38.7％（43人）と最も多く、次いで

「ほとんど外出しない」が 19.8％（22 人）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.8%

1.2%

48.8%

0.8%

24.4%

3.6%

0.0%

35.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

子ども

配偶者（妻・夫）

孫

兄弟・姉妹

親（配偶者の親も含む。）

その他

一緒に住んでいる家族はいない

無回答

【同居者】 

N=250 
（複数回答） 

【楽しみややりがい】 

ぜひ、住み続けた
い

72.8%

できれば住み続
けたい
16.0%

無回答
2.0%

機会があれば、他
の地域に住み替

えたい
8.0%

ぜひとも他の地域
に住み替えたい

1.2%

【居住意向】 
N=250 

ほとんど毎日外出
する

18.0%

ときどき外出する
38.7%

ほとんど外出しな
い

19.8%

無回答
23.4%

【外出頻度】 
N=111 

N=250 
（複数回答） 

21.2%

10.8%

7.2%

42.0%

2.0%

13.6%

37.6%

10.8%

12.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

家でのんびり過ごす

友人や仲間と会うこと

読書、美術鑑賞など、
文化・教養に関すること

スポーツや運動など、身体を動かすこと

旅行をすること

仕事をすること（地域や社会で役割を持って
はたらくこと。報酬の有無は問わない）

その他

特に趣味や楽しみはない

無回答
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(5) 本人に生じている症状・通院状況（「家族票」から） 

  ①特徴的な症状の有無 

本人の心身の健康状態について、以下の症状が生じているかを尋ねたところ、

「特徴的症状は見られない」が 43.2％（48 人）と最も多く、次いで「昼夜逆転」

が 14.4％（16 人）、「幻視・幻聴」が 13.5％（15 人）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ②その症状のための通院状況 

   「昼夜逆転」～「性的問題行動」までの症状があったと回答した人に対し、そ

の症状の診断や治療のための通院の有無を尋ねたところ、「通院したことがある」

が 52.8％（19 人）、「通院したことはない」が 47.2％（17 人）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 公的サービスの利用状況（「家族または本人票」から） 

公的サービスや支援制度の利用状況を尋ねたところ、「公的なサービスや支援

制度を利用していない」が 60.8％（152 人）と最も多く、次いで「介護保険サー

ビス」が 30.8％（77 人）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 家族の地域の社会資源の認知度（「家族票」から） 

①地域包括支援センター 

家族に対し、地域包括支援センターの認知度について尋ねたところ、「全く

知らない」が 41.4％（46 人）と最も多く、次いで「聞いたこともあり、連絡

先・所在地も知っている」が 27.0％（30 人）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【症状の有無】 
N=111 
（複数回答） 

無回答
0.0%

通院したことは
ない
47.2%

通院したことが
ある
52.8%

【通院の有無】 

N=36 

【公的サービスの利用状況】 

N=250 
（複数回答） 

無回答
16.2%

全く知らない
41.4%

聞いたこともあ
り、連絡先・所在
地も知っている

27.0%

聞いたことはあ
るが、連絡先・所
在地などを知ら

ない
15.3%

【地域包括支援センター】 

N=111 

0.0%

13.5%

43.2%

16.2%

0.0%

13.5%

8.1%

5.4%

4.5%

1.8%

1.8%

1.8%

14.4%

10.8%

10.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

昼夜逆転

幻視・幻聴

妄想

火の不始末

うつ状態

介護への抵抗

暴言

徘徊

不潔行為

異食行為

暴行

性的問題行動

その他

特徴的症状は見られない

無回答

9.6%

0.4%

0.0%

2.4%

0.4%

60.8%

30.8%

0.8%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80%

介護保険サービス

身体障害者手帳

精神障害者保健福祉手帳

日常生活自立支援事業
（地域福祉権利擁護事業）

障害者自立支援法

成年後見制度

その他公的なサービスや支援制度

公的なサービスや支援制度を利用していない

無回答
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②民生委員 

家族に対し、民生委員の認知度について尋ねたところ、「聞いたことはあるが、

会ったことはない」が 45.0％（50 人）と最も多く、次いで「聞いたこともあり、

会ったこともある」が 37.8％（42 人）となっています。 

 

 

 無回答
16.2%

全く知らない
0.9%

聞いたこともあ
り、会ったことも

ある
37.8%

聞いたことはあ
るが、会ったこと

はない
45.0%

【民生委員】 
N=111 



地域でできる！認知症の人を支えるまちづくり（拡大仕組み部会）実施報告

行事概要

日時日時

会場会場

目的目的

「認知症になっても認知症の人と家族が地域で安心して暮らせるまちづくり」に向けた具体的
な取組みが始まっていることを、一般都民に実感してもらう。

認知症生活支援モデル事業の成果について仕組み部会委員が中心となって総括的に検証
し、併せて２１年度以降補助事業として直接の担い手となる区市町村担当者に事業成果を発
表することにより、事業の参考資料として提供する。

平成２１年５月２９日（金曜日） １４時から１７時まで

東京都庁第一本庁舎 ５階大会議場

内容内容

モデル事業の実施団体（２区市および５事業者）からの事業報告

■認知症地域資源ネットワークモデル区市からの報告
モデル地区における、推進体制の組み方や事業の経過及び成果を、映像資料も活用して報告。（各２５分）

・練馬区 福祉部参事（在宅支援課長事務取扱） 紙崎 修 氏

・多摩市 健康福祉部高齢者支援課長 二宮 勇 氏

■認知症支援拠点モデル事業者からの報告
モデル事業者が、取り組んだ事業のうち特色のある事業を１つ選択し、
実施にあたって苦労した点や工夫した点を交えて成果報告。（各１０分）

・グループホームかたらい： 「あんしん生活マップとしんせつシール」

・グループホームなごみ方南：「手作りプランターによる地域交流」

・至誠キートスホーム： 「認知症支援ボランティア養成講座」

・地域ケアサポート館福わ家：「認知症緊急時対応サービス」

・グループホームきずな： 「認知症高齢者の実験的就労デイ」

モデル区市・モデル事業者及び学識経験者によるディスカッションと質疑応答(６０分)

■コーディネーター

・下垣 光 氏 （日本社会事業大学社会福祉学部准教授）

■パネリスト

・永田 久美子 氏 （認知症介護研究･研修東京センター研究部副部長）

・紙崎 修 氏 （練馬区福祉部参事（在宅支援課長事務取扱））

・二宮 勇 氏 （多摩市健康福祉部高齢支援課長）

・市川 裕太 氏 （グループホームかたらい 副ホーム長）

・本村 雄一 氏 （グループホームきずな 所長）

第１部 実践報告会

第２部 パネルディスカッション

配布物配布物

「地域でできる！認知症の人を支えるまちづくり」資料（Ａ４版・７３頁）
－都の施策紹介、モデル区市・事業者の事業報告書等を掲載

アンケート（集計結果（抜粋）は右記）

東京都の認知症ポータルサイト「とうきょう認知症ナビ」案内チラシ

実施結果
参加状況参加状況

申込者数 ５８７名
－申込受付期間：４月２０日から５月２２日まで

－申込者の属性内訳（下図）

行政職員
163名(27.8%)

専門職
225名(38.3%)

一般
199名(33.5%)

[n=587]

[行政職員内訳]
区市町村職員（本庁）：99名
地域包括職員：45名
都道府県職員：19名

[専門職内訳]
介護職(ケアマネ含む)：154名
医療関係：31名
その他：40名

参加者数 ４６１名 （参加率７８．５％）

アンケート結果(抜粋)アンケート結果(抜粋)

回収数 ３２４票（回収率７０．３％）

集計結果
Ｑ．シンポジウムに参加しようと思った理由はなんですか（ＭＡ）[n=324]

－身内や近所等、知り合いに認知症の人がいるから 14.8% (47)
－認知症にかかわりのある仕事・ボランティアをしている（してみたい）から 63.8% (207)
－認知症の人を支えるまちづくりの取り組み状況に関心があったから 59.7% (190)
－出演者の話を聞きたいと思ったから 16.7% (53) －その他 6.3% (20) －無回答 1.9% (6)

Ｑ．テーマ「地域でできる！認知症の人を支えるまちづくり」について（ＳＡ）

※「介護職」は、「介護福祉士」「訪問
介護員」、「ＧＨ管理者」等の集計

※「医療職」は、「医師」「看護師」「作業
療法士」「カウンセラー」等の集計

※「その他」は、「生活相談員」「社会
福祉士」「保健師」等の集計

※「一般」は、「会社員」「主婦」「学生」
等の集計

あまり興味を持たなかった　0.6%(2)

　ふつう
6.8% (22)

無回答
3.4% (11)全く興味をもたなかった　0% (0)

少し興味を持った
　　25.9% (84)

とても興味を持った　63.0% (204)

[n=324]

Ｑ．シンポジウム参加後、認知症の人を支えるまちづくりに対する理解や関心は深まりましたか。（ＳＡ）

変わらない
4.0% (13)

無回答
4.0% (13)

とても深まった 45.7% (148) 少し深まった 46.3% (150)

[n=324]

自由回答（抜粋）
■モデル事業の実践報告についての意見

■地域の有り方についての意見

■行政に対する要望・意見
介護保険事業所や委託型の地域包括が、まちづくりを行おうとしても、費用や保障に関する課題があり、自治体
の協力や助成がないと活動することは困難と感じる。

今後は本事業のような、介護保険外サービスの重要性が高まると想定される。介護保険の枠外において、行政
のイニシアチブをどう発揮するかが重要。

行政が主体になって活動している点の重要性を感じる。多くの行政がこのような取組みに強い気持ちで対応し
てくれることを期待したい。

超高齢社会の到来を考えたとき、国、地方でできることは限られている。個人や地域でできることをもっと考えて
いかなくてはならないと感じた。
「地域力」をアセスメントし、つよめながら認知症になっても生活し続けられる街づくりには、大いに賛成。自分な
りにやれることをやってみたい。

街づくりにおいて、いつも医療の視点が抜けていると感じる。医療との連携・役割分担により、さらに推進される
よう期待している。

・

・

・

・

・

・

まちづくりのモデル事業、大変多くのヒントを得ました。今日の資料を参考に、私の参加組織でも課題提起して
いきたい。

・
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認知症対策サイト「とうきょう認知症ナビ」について

見やすくわかりやすい認知症ポータル（玄関）サイトの構築

とうきょう認知症ナビ概要

コンセプト

局のホームページに分散している認知症関連の情報をひとつのサイトに集約すること
で、容易に情報へアクセスできる環境を整える。
高齢者権利擁護については、「高齢者虐待と権利擁護」サイトに集約
局のトップページにバナーリンクを貼り、サイトへの導線とする。(6月1日～6月30日)
都民への普及啓発を進めるためのコンテンツを充実させる。
事業者・区市町村向けに、先駆的取組みの報告なども行う。

新サイトの階層・カテゴリ・コンテンツ

新サイトの特徴

①情報の一元化 ②コンテンツの追加 ③適切なカテゴリー

メインターゲット

①認知症の、あるいは認知症かな？と思っている本人・家族
②認知症について知ろうとしている一般都民
③都の施策の動向や、他事業者・区市町村の先駆的取組みを知ろうと
している介護、医療の専門職や関係機関

認知症の基礎知識
認知症について知ってください

認知症の症状/原因疾患　etc.
認知症チェックシート（老人研）
データから見た認知症の現状
認知症の人と家族のために知っておきたいこと

★若年性認知症について
調査結果/部会の紹介　etc.

研修・行事・講座
東京都主催のイベント

9月シンポジウムの実施結果　etc.
認知症サポーター養成講座
認知症介護研修
かかりつけ医研修　etc.

相談窓口・リンク集
地域包括支援センターetc.（説明と連絡先）
「ひまわり」（使い方とリンク）
（認知症サポート医、かかりつけ医名簿）

東京都の取組み
東京都認知症対策推進会議
モデル事業報告

認知症地域資源ネットワークモデル
認知症支援拠点モデル
（「地域でできる！認知症の人を支えるまちづくり」）

認知症関連調査
3実態調査

認知症高齢者を地域で支える東京会議
★：新規　（　）：予定

★

★

★

★

とうきょう認知症ナビ コンテンツ紹介

トップページ

掲載情報を「認知症の基礎知識」「研修・行事・講座」
「相談窓口・リンク集」「東京都の取組」の4分類に整理

サイトの更新状況や、認知症に関する都の最新の報道発表を掲載

事業者向け・行政向けメニューを設置。「研修案内」「モデル
事業報告」といったコンテンツにワンクリックでアクセス可能

トップページ最上段に2箇所の告知用スペースを配置。
「シンポジウムの開催案内」「刊行物の発行」など、時期により、

重点的に発信したい情報を掲載 （スペースの追加も可能）

姉妹サイト「高齢者虐待防止と権利擁護」へのリンク

新規コンテンツ

[若年性認知症について] 「若年性認知症生活実態調査」
や「若年性認知症支援部会」等、都の施策を紹介

※調査は、「東京都の取組み-認知症関連調査」からもアクセス可能

[若年性認知症について] 「若年性認知症生活実態調査」
や「若年性認知症支援部会」等、都の施策を紹介

※調査は、「東京都の取組み-認知症関連調査」からもアクセス可能

[相談窓口] 問合せ内容別に、「地域包括支援
センター」や「地区社協」等の窓口一覧を掲載
[相談窓口] 問合せ内容別に、「地域包括支援
センター」や「地区社協」等の窓口一覧を掲載

[認知症チェックシート] 設問にチェックをし、「診断」
ボタンをクリックすると結果が表示される簡易スケール

※都老人研作成のパンフレットを元に作成

[認知症チェックシート] 設問にチェックをし、「診断」
ボタンをクリックすると結果が表示される簡易スケール

※都老人研作成のパンフレットを元に作成

[医療機関検索] 東京都機関案内
「ひまわり」を使用し、認知症に対応
する医療機関を検索する方法を案内

[医療機関検索] 東京都機関案内
「ひまわり」を使用し、認知症に対応
する医療機関を検索する方法を案内

[モデル事業実施報告] 東京都が実施した
モデル事業について、画像等も活用し
報告
※拡大仕組み部会での報告を踏まえ,内容拡充予定

[モデル事業実施報告] 東京都が実施した
モデル事業について、画像等も活用し
報告
※拡大仕組み部会での報告を踏まえ,内容拡充予定

[サイドメニュー] 各コンテンツの画面右部
には、閲覧しているカテゴリに属する全コ
ンテンツを一覧表示し、アクセスを誘導

[サイドメニュー] 各コンテンツの画面右部
には、閲覧しているカテゴリに属する全コ
ンテンツを一覧表示し、アクセスを誘導

資 料 ４



これまでの成果と今後の検討課題

モデル事業及び仕組み部会等の成果

対象とするエリアの規模や環境等が異なっていても、地域の実情に
応じた推進体制を組むことで、地域特性を活かした事業展開が可能。
地域との関係づくりを行うコーディネーター役を配置することで、関係
構築が促進される。

地域資源マップは、作成時と配布時の双方において、地域資源との
関係を深化するツールとして効果的。

個人情報保護法上、見守りを目的とした個人情報の事前収集は困難
だが、現に行方不明になった人の個人情報を配信することは可能。
徘徊ＳＯＳネットワークの構築と並行して、地域住民に声かけの方法
の周知が必要。
都の調整も加わることで、区市が主体となった警察・消防との連携体
制を構築。
ＦＡＸやメールを活用した、より効率的な情報配信体制の構築手法
徘徊SOSネットワークについて広く周知し、声かけに関する地域の理
解を得ることにより、(1)徘徊でない人に声をかけた場合のトラブル回
避、(2)さらには声かけを行う際の心理的負担の軽減が可能。

地域との連携にあたっては、作成するマップの原案など、事業がもた
らす成果を具体的に提示できると協力を得やすい。
地域住民の参加を募る場合等は、在宅介護支援センターなど行政機
関の協力を得ることで信頼感が増し、協力を得やすい。
「見守り」などの個人情報の収集・管理が必要となる取り組みは、個
人情報保護法とリスク管理の観点から、行政が実施する方が妥当。
地域の見守り体制の構築は、個人情報データベースに頼るのでなく、
顔の見える関係作りによって進めることが望ましい。

地域との関係作りを行うコーディネーターについて、必要性や担うべ
き役割等を他県の取組み等も踏まえて検討し、モデル事業終了後
の展開を示す必要がある。

行政や事業者が主体となる取組みばかりでなく、「地域住民が主体
となる取組みを、行政が支援する」というスキームによる事業展開
が必要。

徘徊SOSネットワークの窓口を役所に設置した場合、閉庁日である
土日及び休日の対応ができない場合がある。閉庁日であっても、対
応できる体制が必要。

区市町村が主体となって構築するネットワークにおいて、配信でき
る情報の範囲や配信先での個人情報の管理体制について、個人情
報保護法やリスク管理の観点からの検討が必要

行方不明者を発見できなかった事例や、発見までに時間のかかっ
た事例の分析が必要

家族会への会場提供や専門職の派遣など、運営支援が必要

事業実施にあたり、行政、とりわけ地域包括支援センターとの連携
が重要であるが、本モデル事業における地域包括支援センターの
役割が明確でない。

事業を継続して実施していくためには、行政による財政措置等の支
援が不可欠

介護保険事業と並行してモデル事業を行うため、人員が不足し、モ
デル事業に十分な時間を割けないことがある。

事業実施・検証により浮上した課題

●

●

○

●

○

○

●

○

○

■

■

■

■

■

■

■
■

■

■

■

■

モデル事業実施・検討の成果
ノウハウ
の提供

情報発信

【拡大仕組み部会】
地域でできる！

認知症の人を支えるまちづくり
平成２１年５月２９日 実施済

[共通事項]

・広域対応における東京都の役割の検討

－交通機関等との連携

－警察・消防、業界団体との調整 等

・地域との関係作りを行うコーディネーターについて

－モデル事業終了後の必要性

－コーディネーターの役割、コーディネーターに対する行政の支援体制

○20年度で事業終了となった左記モデル事業の成果を
踏まえ、平成21年度より実施
○区市町村が都の補助を受け、下図のとおり事業実施

ネットワーク会議
による事業検討・
進行管理

認知症対策
推進会議
仕組み部会

区市町村
担当者による
連絡会

家
族
会

の
育
成
支
援

（
選
択
）

徘
徊
Ｓ
Ｏ
Ｓ

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

（
選
択
）

区市町村 東京都東京都
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報
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換
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告
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（
必
須
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業
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地
域
活
動

（
選
択
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顔と顔の見える関係の構築、地域資源の再発掘を通して、
認知症の人と家族を地域で支えるネットワークを形成

認知症地域支援ネットワーク事業

[推進体制の構築]

[徘徊ＳＯＳネットワークの構築]

[家族会の支援]

[認知症支援拠点モデル事業]

[推進体制の構築]

[地域資源マップの作成]

[徘徊ＳＯＳネットワークの構築]

[認知症支援拠点モデル事業]

認知症対策サイト
とうきょう認知症ナビ

財源措置

[個別事業]
・個人情報の取り扱いについて

－区市町村が構築する徘徊SOSネットワークにおいて、配信できる情報の取り決め
・モデル事業に対する検証は十分になされたか。

[認知症地域支援ネットワーク事業上の課題]

→モデル事業と異なる課題が生じた場合に適宜検討。

資料5

●：今後具体策を検討 ○：課題を指摘

・地域住民が主体となる取組みへの行政の支援について

・東京都特有の課題や、東京都ならではの利点について

・認知症の人を支える地域づくりにおける、地域包括支援センターの役割について
－認知症地域支援ネットワーク事業等において、担うことが望まれる役割
－区市町村の本庁との役割分担

■未検討の課題や、継続して議論を要する課題

[成果物の形態及び内容（案）について]

・案１：報告書
－項目（案） ①モデル事業の成果をもとにした、事業ごとの実施体制の標準モデル

②東京都特有の課題や強み、仕組み部会での議論などの考察 等

・案２：指針・通知

－項目（案） ①個人情報の取扱い ②広域対応における東京都の役割 等

■仕組み部会の成果物の作成 ■今年度の検討スケジュール

7月 8月 9月 10月 11月 12月 H22 1月 2月 3月

7/23
仕組み①

7/30
推進会議①

中旬
仕組み②

中旬
推進会議②

中旬
仕組み③

中旬
仕組み④

下旬
推進会議③


